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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 87,624 8.0 3,726 14.0 3,818 14.0 2,518 △3.0

2025年２月期第１四半期 81,121 2.5 3,267 △5.2 3,350 △3.9 2,597 12.9

（注）包括利益 2026年２月期第１四半期 2,374百万円（△26.2％） 2025年２月期第１四半期 3,219百万円 （22.1％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第１四半期 52.64 52.64

2025年２月期第１四半期 53.55 53.52

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 172,266 110,710 63.6

2025年２月期 169,882 110,454 64.3

（参考）自己資本 2026年２月期第１四半期 109,562百万円 2025年２月期 109,273百万円

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2025年２月期 － 43.00 － 44.00 87.00
2026年２月期 －
2026年２月期（予想） － － － －

１．2026年２月期第１四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年５月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）　2025年６月24日付「株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に係る承認決議に関するお知ら

せ」において公表しましたとおり、当社株式は所定の手続きを経て上場廃止となる予定であることから2026年２月

期の配当予想は記載しておりません。

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

2025年６月24日付「株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に係る承認決議に関するお知らせ」

において公表しましたとおり、当社株式は所定の手続きを経て上場廃止となる予定であることから2026年２月期の業績

予想は記載しておりません。



① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年２月期１Ｑ 48,469,633株 2025年２月期 48,469,633株

② 期末自己株式数 2026年２月期１Ｑ 606,591株 2025年２月期 627,047株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期１Ｑ 47,852,784株 2025年２月期１Ｑ 48,502,211株

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無

② ①以外の会計方針の変更 ：無

③ 会計上の見積りの変更 ：無

④ 修正再表示 ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

  2025年６月24日付「株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に係る承認決議に関するお知ら

せ」において公表しましたとおり、当社株式は所定の手続きを経て上場廃止となる予定であることから2026年２月期

の業績予想は記載しておりません。
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セグメントの名称 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）※

設 備 管 理 事 業 20,430 23.3 112.2

警 備 事 業 13,759 15.7 110.2

清 掃 事 業 19,345 22.1 107.2

建 設 施 工 事 業 14,606 16.7 108.3

資 材 関 連 事 業 12,470 14.2 104.1

自 動 販 売 機 事 業 2,099 2.4 94.6

サ ポ ー ト 事 業 4,911 5.6 104.7

合 計 87,624 100.0 108.0

セグメントの名称 セグメント利益（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）※

設 備 管 理 事 業 1,609 23.7 110.0

警 備 事 業 838 12.4 121.0

清 掃 事 業 1,625 23.9 119.3

建 設 施 工 事 業 1,362 20.1 117.6

資 材 関 連 事 業 711 10.5 107.7

自 動 販 売 機 事 業 246 3.6 91.6

サ ポ ー ト 事 業 391 5.8 127.9

合 計 6,786 100.0 114.8

１．経営成績等の概況

（１）連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結累計期間（2025年３月１日～５月31日）の業績は、売上高が876億24百万円

（対前年同期比108.0％）、営業利益37億26百万円（同114.0％）、経常利益38億18百万円（同

114.0％）、親会社株主に帰属する四半期純利益25億18百万円（同97.0％）となりました。

　売上高は、大阪・関西万博へのサービス提供をはじめとする新規受託の増加や、既存の顧客内シ

ェアの拡大に加え、施設管理業における人員不足や人件費が上昇する中、お客さまとの密なコミュ

ニケーションを通じての単価の見直しが奏功し、増収となりました。セグメント別では、自動販売

機事業を除く６事業で増収となりました。

　また、利益面では、国内事業において、原価の上昇や、成長に向けた投資による減価償却費の増

加、及びデジタル活用によるシステム費の増加等の影響を受けながらも、新規受託の増加に加え

て、既存顧客に対する新たなサービスの提案による契約変更や価格適正化等で補うことで、営業総

利益、営業利益ともに増益となり、営業利益においては２ケタ成長となりました。海外事業におい

ても、原価の上昇を補う新規物件の獲得と価格の適正化が進み、大幅増益となりました。セグメン

ト別においては、売上同様に自動販売機事業を除く６事業で増益となりました。

（２）当第１四半期連結累計期間における主要事業の概況

［セグメント別業績］

＜売上高＞

＜セグメント利益＞

※当第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの集計方法を一部変更しており、対前年同期
比については、当該変更を反映した前第１四半期連結累計期間の数値で比較分析しておりま
す。

＜設備管理事業＞

　設備管理事業は、売上高204億30百万円（対前年同期比112.2％）、セグメント利益16億９百万
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円（同110.0％）となりました。同事業では、単価見直しに加え、過年度より取り組む業務プロセ

スのデジタル化を通じたローコストオペレーションにより収益性の改善を図りながら、当期は新

規継続契約や各種整備業務の受託を拡大したことにより増収増益となりました。

＜警備事業＞

　警備事業は、売上高137億59百万円（対前年同期比110.2％）、セグメント利益８億38百万円

（同121.0％）となりました。同事業では、単価見直しに加え、大型施設での警備業務の新規受託

や大規模なイベント警備の受託を拡大したことにより増収増益となりました。

＜清掃事業＞

　清掃事業は、売上高193億45百万円（対前年同期比107.2％）、セグメント利益16億25百万円

（同119.3％）となりました。同事業では、一昨年から続く原価の上昇に対して単価見直しが大幅

に進んだことに加え、清掃ロボットやIoTを活用した業務効率向上による収益性の改善を図るとと

もに、大型施設での新規受託を拡大したことにより増収増益となりました。

＜建設施工事業＞

　建設施工事業は、売上高146億６百万円（対前年同期比108.3％）、セグメント利益13億62百万

円（同117.6％）となりました。同事業では、空調機更新工事等の省エネ関連工事を受託したこと

により増収増益となりました。

＜資材関連事業＞

　資材関連事業は、売上高124億70百万円（対前年同期比104.1％）、セグメント利益７億11百万

円（同107.7％）となりました。同事業では、イオングループ内外における新規受託の拡大ならび

に原材料費や物流費の上昇に伴う価格の適正化等の取り組みや資材のアイテム集約・仕様変更に

よる原価削減効果により、増収増益となりました。

＜自動販売機事業＞

　自動販売機事業は、売上高20億99百万円（対前年同期比94.6％）、セグメント利益２億46百万

円（同91.6％）となりました。同事業では、施設の閉鎖や不採算機撤去による設置台数の減少に

伴い減収減益となりました。

＜サポート事業＞

　サポート事業は、売上高49億11百万円（対前年同期比104.7％）、セグメント利益３億91百万円

（同127.9％）となりました。同事業では、お客さまの施設とその周辺の管理運営に関する業務、

及びイベントの企画やオペレーション業務の受託拡大が寄与し、増収増益となりました。

（３）当四半期の財政状態の概況

①　資産

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ23億84百万円

（1.4％）増加して1,722億66百万円となりました。これは主に受取手形、売掛金及び契約資産並

びに電子記録債権を合わせた売上債権の増加30億81百万円、投資有価証券の増加７億84百万円、

有価証券の増加３億99百万円、流動資産その他の増加４億91百万円、現金及び預金の減少24億64

百万円によるものであります。

②　負債

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ21億28百万円（3.6％）

増加して615億56百万円となりました。これは主に賞与引当金の増加15億44百万円、支払手形及び

買掛金並びに電子記録債務を合わせた仕入債務の増加19億32百万円、未払法人税等の減少16億51

百万円によるものであります。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ２億55百万円

（0.2％）増加して1,107億10百万円となりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利

益の計上25億18百万円、配当の実施21億５百万円によるものであります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 71,764 69,300

受取手形、売掛金及び契約資産 53,241 55,516

電子記録債権 8,025 8,831

有価証券 8,401 8,800

棚卸資産 2,874 3,067

その他 4,829 5,320

貸倒引当金 △171 △159

流動資産合計 148,964 150,677

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,310 1,289

工具、器具及び備品（純額） 2,639 2,606

土地 193 193

その他（純額） 2,038 1,966

有形固定資産合計 6,181 6,055

無形固定資産

のれん 1,231 1,028

その他 4,144 4,281

無形固定資産合計 5,376 5,309

投資その他の資産

投資有価証券 4,558 5,343

その他 4,858 4,939

貸倒引当金 △57 △57

投資その他の資産合計 9,359 10,224

固定資産合計 20,918 21,589

資産合計 169,882 172,266

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 29,304 30,760

電子記録債務 5,552 6,028

短期借入金 260 418

未払金 8,611 7,756

未払法人税等 3,433 1,781

賞与引当金 1,714 3,258

役員業績報酬引当金 76 16

その他 6,759 7,833

流動負債合計 55,711 57,854

固定負債

役員退職慰労引当金 63 54

退職給付に係る負債 1,100 1,099

資産除去債務 429 435

その他 2,123 2,112

固定負債合計 3,716 3,701

負債合計 59,427 61,556

純資産の部

株主資本

資本金 3,238 3,238

利益剰余金 103,417 103,816

自己株式 △2,148 △2,078

株主資本合計 104,507 104,975

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,435 1,935

為替換算調整勘定 2,948 2,277

退職給付に係る調整累計額 382 374

その他の包括利益累計額合計 4,765 4,587

新株予約権 62 －

非支配株主持分 1,118 1,148

純資産合計 110,454 110,710

負債純資産合計 169,882 172,266
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自  2024年３月１日
  至  2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  2025年３月１日
  至  2025年５月31日)

売上高 81,121 87,624

売上原価 70,719 76,072

売上総利益 10,402 11,551

販売費及び一般管理費 7,134 7,825

営業利益 3,267 3,726

営業外収益

受取利息 35 34

受取配当金 41 40

持分法による投資利益 26 41

その他 18 10

営業外収益合計 122 128

営業外費用

支払利息 8 8

その他 30 27

営業外費用合計 39 35

経常利益 3,350 3,818

特別損失

その他 － 43

特別損失合計 － 43

税金等調整前四半期純利益 3,350 3,775

法人税、住民税及び事業税 835 1,452

法人税等調整額 △111 △236

法人税等合計 724 1,216

四半期純利益 2,625 2,558

非支配株主に帰属する四半期純利益 28 40

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,597 2,518

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
（第１四半期連結累計期間）
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自  2024年３月１日
  至  2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  2025年３月１日
  至  2025年５月31日)

四半期純利益 2,625 2,558

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 52 499

為替換算調整勘定 525 △675

退職給付に係る調整額 16 △8

その他の包括利益合計 593 △184

四半期包括利益 3,219 2,374

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,181 2,339

非支配株主に係る四半期包括利益 37 34

（四半期連結包括利益計算書）
（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して作成し

ております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前連結会計年度
（2025年２月28日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年５月31日）

受取手形 －百万円 19百万円

電子記録債権 － 15

支払手形 － 333

電子記録債務 － 1,074

設備関係支払手形 － 32

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

※　第１四半期連結会計期間末日満期手形等

　第１四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処

理しております。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の第

１四半期連結会計期間末日満期手形等が第１四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

前第１四半期連結累計期間
（自  2024年３月１日

至  2024年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2025年３月１日

至  2025年５月31日）

減価償却費 737百万円 731百万円

のれんの償却額 200 184

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）及びのれんの償却額は次のとおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月９日

取締役会
普通株式 2,087 43.00 2024年２月29日 2024年５月７日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  2024年３月１日  至  2024年５月31日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

連結会計期間末日後となるもの

  該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2024年４月９日開催の取締役会において、会社法第165条の第３項の規定により読

み替えて適用される同法156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議し、自己株

式102,400株を取得したことで、自己株式が382百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末に

おいて、自己株式が△2,162百万円となっております。
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決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年４月10日

取締役会
普通株式 2,105 44.00 2025年２月28日 2025年５月２日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  2025年３月１日  至  2025年５月31日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

連結会計期間末日後となるもの

  該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 5,914

セグメント間取引消去 △84

のれんの償却額 △200

全社費用（注） △ 2,361

四半期連結損益計算書の営業利益 3,267

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  2024年３月１日  至  2024年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解

情報

「Ⅱ　当第1四半期連結累計期間　２．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載の

通りであります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報

  のれんについて、当社グループは、ファシリティマネジメント事業推進に伴う戦略的

費用と認識しており、各報告セグメントの算定には含めておりません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

設備管理
事業

警備事業 清掃事業
建設施工
事業

資材関連
事業

自動販売機
事業

サポート
事業

合計

売上高

顧客との契約から生じる収益 20,430 13,759 19,345 14,606 12,470 2,099 4,911 87,624

外部顧客への売上高 20,430 13,759 19,345 14,606 12,470 2,099 4,911 87,624

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 38 0 － 16 － 499 555

計 20,430 13,798 19,346 14,606 12,486 2,099 5,411 88,179

セグメント利益 1,609 838 1,625 1,362 711 246 391 6,786

(単位：百万円）

報告セグメント

設備管理
事業

警備事業 清掃事業
建設施工
事業

資材関連
事業

自動販売機
事業

サポート
事業

合計

売上高

顧客との契約から生じる収益 18,201 12,489 18,051 13,488 11,983 2,218 4,689 81,121

外部顧客への売上高 18,201 12,489 18,051 13,488 11,983 2,218 4,689 81,121

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 40 － － 38 － 418 496

計 18,201 12,529 18,051 13,488 12,021 2,218 5,107 81,618

セグメント利益 1,463 693 1,362 1,158 660 269 306 5,914

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 6,786

セグメント間取引消去 △119

のれんの償却額 △184

全社費用（注） △2,756

四半期連結損益計算書の営業利益 3,726

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  2025年３月１日  至  2025年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解

情報

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結会計期間より、社内業務管理の適正化を目的とした報告セグメント

の見直しに伴い、「警備事業」及び「建設施工事業」の集計方法を変更しております。

　なお、当該変更を反映した前第１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高

及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報は、以下の通りです。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

４．報告セグメントごとののれん等に関する情報

  のれんについて、当社グループは、ファシリティマネジメント事業推進に伴う戦略的

費用と認識しており、各報告セグメントの算定には含めておりません。

- 10 -

イオンディライト(株)（9787）2026年2月期 第1四半期決算短信



（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）」に記載のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  2024年３月１日

  至  2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  2025年３月１日

  至  2025年５月31日)

(１)１株当たり四半期純利益 53円55銭 52円64銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益

(百万円)
2,597 2,518

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益(百万円)
2,597 2,518

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,502 47,852

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 53円52銭 52円64銭

(算定上の基礎)

普通株式増加数(千株) 29 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

(株式併合)

　当社は、2025年６月24日開催の臨時株主総会において、株式併合について付議し承認可決され

たことで、2025年７月22日でその効力が発生する予定であります。

（１）株式併合の目的

　2025年３月３日から2025年４月24日までを買付け等の期間とする当社株式及び本新株予

約権（注）を対象とする公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が成立いたし

ましたが、イオン株式会社（以下「公開買付者」といいます。）は、本公開買付けによ

り、当社株式のすべて（但し、本新株予約権の行使により交付される当社株式を含み、公

開買付者が所有する当社株式及び当社が所有する自己株式を除きます。）及び本新株予約

権のすべてを取得できなかったことから、当社の株主を公開買付者のみとするため。

（注）「本新株予約権」とは、以下の①乃至⑤の新株予約権を総称していいます。

①2007年５月24日開催の当社株主総会決議及び2020年４月10日開催の当社取締役会決議

に基づき発行された第13回新株予約権（以下「第13回新株予約権」といいます。）

（行使期間は2020年６月10日から2035年６月10日まで）

②2007年５月24日開催の当社株主総会決議及び2021年４月９日開催の当社取締役会決議

に基づき発行された第14回新株予約権（以下「第14回新株予約権」といいます。）

（行使期間は2021年６月10日から2036年６月10日まで）

③2007年５月24日開催の当社株主総会決議及び2022年４月７日開催の当社取締役会決議

に基づき発行された第15回新株予約権（以下「第15回新株予約権」といいます。）

（行使期間は2022年６月10日から2037年６月10日まで）

④2007年５月24日開催の当社株主総会決議及び2023年４月11日開催の当社取締役会決議

に基づき発行された第16回新株予約権（以下「第16回新株予約権」といいます。）

（行使期間は2023年６月10日から2038年６月10日まで）

⑤2007年５月24日開催の当社株主総会決議及び2024年４月24日開催の当社取締役会決議
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に基づき発行された第17回新株予約権（以下「第17回新株予約権」といいます。）

（行使期間は2024年６月10日から2039年６月10日まで）

（２）併合する株式の種類

普通株式

（３）併合比率

7,112,132株を１株に併合いたします。

（４）減少する発行済株式総数

47,863,036株

(注)当社は、2025年５月22日開催の取締役会決議により、2025年７月18日付で自己株式

606,591株を消却することを決定しておりますので、減少する発行済株式総数は、当該

消却後の発行済株式総数を前提として記載しております。

（５）効力発生前における発行済株式総数

47,863,042株

(注)当社は、2025年５月22日開催の取締役会決議により、2025年７月18日付で自己株式

606,591株を消却することを決定しておりますので、効力発生前における発行済株式総

数は、当該消却後の発行済株式総数を記載しております。

（６）効力発生後における発行済株式総数

６株

（７）効力発生日における発行可能株式総数

24株

（８）１株未満の端数が生じる場合の処理の方法並びに当該処理により株主に交付されることが

見込まれる金銭の額

（ⅰ）会社法第235条第１項又は同条第２項において準用する同法第234条第２項のいずれ

の規定による処理を予定しているかの別及びその理由

　本株式併合により、イオン株式会社以外の株主の皆様の所有する当社株式の数

は、１株に満たない端数となる予定です。本株式併合の結果生じる１株未満の端数

については、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じと

します。）第235条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計

した数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。以下

同じです。）に相当する数の株式を売却し、その売却により得られた代金を株主の

皆様に対して、その端数に応じて交付いたします。当該売却について、当社は、本

株式併合が、当社の株主を公開買付者のみとして当社を完全子会社化することを目

的とする一連の取引の一環として行われるものであること、及び当社株式が2025年

７月17日をもって上場廃止となる予定であり、市場価格のない株式となることか

ら、競売によって買受人が現れる可能性は低いと考えられることに鑑み、会社法第

235条第２項の準用する同法第234条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得て公

開買付者に売却することを予定しております。

　この場合の売却額は、上記裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、本株式

併合の効力発生日の前日である2025年７月21日時点の当社の最終の株主名簿におい

て株主の皆様が所有する当社株式の数に、公開買付者が、2025年３月３日から2025

年４月24日までの38営業日を公開買付けにおける買付け等の期間として実施した、

当社株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）における当社

株式１株当たりの買付け等の価格と同額である5,400円を乗じた金額に相当する金銭

が交付されるような価格に設定することを予定しております。

（ⅱ）売却に係る株式を買い取る者となることが見込まれる者の氏名又は名称

イオン株式会社
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項目
前第１四半期連結累計期間
(自  2024年３月１日
  至  2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  2025年３月１日
  至  2025年５月31日)

１株当たり四半期純利益  380,871,438円09銭  374,356,778円27銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益  380,636,560円72銭  374,356,778円27銭

本臨時株主総会開催日 2025年６月24日（火曜日）

整理銘柄指定日 2025年６月24日（火曜日）

当社株式の最終売買日 2025年７月16日（水曜日）（予定）

当社株式の上場廃止日 2025年７月17日（木曜日）（予定）

本株式併合の効力発生日 2025年７月22日（火曜日）（予定）

（ⅲ）売却に係る株式を買い取る者となることが見込まれる者が売却に係る代金の支払の

ための資金を確保する方法及び当該方法の相当性

　公開買付者は、本株式併合により生じる端数の合計額に相当する当社株式の取得

に要する資金を、株式会社みずほ銀行（以下「みずほ銀行」といいます。）からの

借入れにより賄うことを予定しているところ、当社は、公開買付者が、本公開買付

けに係る公開買付届出書の添付書類として提出した、みずほ銀行からの借入に関す

る2025年２月28日付融資証明書を確認することによって、公開買付者の資金確保の

方法を確認しております。また、公開買付者によれば、本公開買付けの開始以降、

公開買付者の財務状況に著しい変動を生じさせる事由等、本株式併合の結果生じる

１株未満の端数の合計数に相当する当社株式の売却代金の支払に支障を及ぼす可能

性のある事象は発生しておらず、今後発生する可能性も認識していないとのことで

す。

　以上により、当社は、公開買付者による本株式併合の結果生じる１株に満たない

端数の合計数に相当する当社株式の売却に係る代金の支払のための資金を確保する

方法は相当であると判断しております。

（ⅳ）売却する時期及び売却により得られた代金を株主に交付する時期の見込み

　当社は、本株式併合の効力発生後、2025年８月下旬を目途に、会社法第235条第２

項の準用する同法第234条第２項の規定に基づき、裁判所に対して、本株式併合の結

果生じる１株未満の端数の合計数に相当する当社株式を売却し、公開買付者におい

て当該当社株式を買い取ることについて許可を求める申立てを行うことを予定して

おります。当該許可を得られる時期は裁判所の状況等によって変動し得ますが、当

社は、当該裁判所の許可を得て、2025年９月下旬を目途に、公開買付者に当該当社

株式を売却し、その後、当該売却により得られた代金を株主の皆様に交付するため

に必要な準備を行ったうえで、2025年10月中旬から2025年11月上旬を目途に、当該

売却代金を株主の皆様に交付することを見込んでおります。

　当社は、本株式併合の効力発生日から売却に係る一連の手続に要する期間を考慮

し、上記のとおり、それぞれの時期に、本株式併合の結果生じる１株未満の端数の

合計数に相当する当社株式の売却が行われ、また、当該売却により得られた代金の

株主の皆様への交付が行われるものと判断しております。

（９）１株当たり情報に及ぼす影響

　本株式併合が前会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の前第１四半期連結累計期

間及び当第１四半期連結累計期間における１株当たり情報は以下のとおりであります。

（10）株式併合の日程

(自己株式の消却）

　2025年５月22日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却す

ることを決議し、以下のとおり実施いたします。

　なお、当該自己株式の消却は、2025年６月24日開催の当社臨時株主総会において、当社が2025

年５月22日に公表した「株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に関する臨
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（１）消却する株式の種類 当社普通株式

（２）消却する株式の数 606,591株

（消却前の発行済株式総数に対する割合1.25％）

（３）消却予定日 2025年７月18日

（４）消却後の発行済株式総数 47,863,042株

時株主総会開催のお知らせ」に記載の株式併合に関する議案が原案のとおり承認可決されること

を条件としており、当該臨時株主総会において原案どおり承認可決されております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月10日

イオンディライト株式会社

　　取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

東     京     事     務    所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　水　　　野　　　博　　　嗣

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　池　　　田　　　太　　　洋

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているイオンディライト株式会社の2025年3

月1日から2026年2月28日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2025年3月1日から2025年5月31

日まで）及び第1四半期連結累計期間（2025年3月1日から2025年5月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引

所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財

務諸表に関する会計基準に準拠して、イオンディライト株式会社及び連結子会社の2025年5月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビュ

ーにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結

論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表にお

いて、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して、適正に表示されていないと

信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半

期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成

基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証

拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関し

て責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュ

ー上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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